
事業群評価調書（令和２年度実施）
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(３)

⑤

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① 100% 100% 100% 100% 100%

実績値②
100%
（H26)

100% 100% 100% 100%

②／①
（達成率）

100% 100% 100% 100%

H30実績 H30目標 H30実績

R元実績 R元目標 R元実績

R2計画 R2目標

数値目標なし 2,157 ―

数値目標なし 2,277 ―

数値目標なし

100 100 100%

100 100 100%

100

数値目標なし 83 ―

数値目標なし 88 ―

数値目標なし

数値目標なし 57 ―

数値目標なし 30 ―

数値目標なし

解決が図られた率
（％）2,106

1,981

●事業の成果
・ＤＶ被害者の自立支援として30名を対
象に支援を実施し、ステップハウス入所
8世帯についても支援を実施した。ま
た、予防教育を中学校１校、高等学校
24校、生徒数合計5,473人に実施した。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・家事・育児支援、生活訓練を通じ、DV
被害者の自立促進に寄与している。

2
取組
項目
ⅲ

ＤＶ被害者自立支援事
業 H23-

19,239 19,233

こども家庭課
17,723

基 本 戦 略 名 互いに支えあい見守る社会をつくる 事 業 群 主 管 所 属 こども政策局こども家庭課

（進捗状況の分析）

事
業
群

ステップハウスでの支援を希望する世帯への対応
比率

施 策 名

100%
（R2）

今冨　洋祐

事 業 群 名 DV被害者への支援及びＤＶ予防について 事業群関係課(室)

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

　中学・高校生への予防教育を推進するとともに、ＤＶ被害者の立場にたった相談から自立までのきめ細
かな被害者支援及び同伴児童への支援を「長崎モデル」と呼び推進していきます。

※ＤＶ<Domestic Violence>：配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者から受ける暴力

ⅰ）婦人相談員を設置し、相談、指導を実施
ⅱ）ＤＶ被害者等への対応
ⅲ）ＮＰＯとの連携による自立支援と予防教育の実施

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

１．計画等概要

きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援 課 （ 室 ） 長 名

令和元年度事業の実施状況
（令和２年度新規・補正事業は事業内容）

２．令和元年度取組実績（令和２年度新規・補正は参考記載）
事　　業　　概　　要

うち
一般財源

人件費
(参考)

事業対象

中
核
事
業

　ＤＶ被害者等が一時保護所を退所後、自立するための支援として、
中期的に入所する施設であるステップハウスについては、希望する世
帯へ全て対応した。

※ステップハウス：一時保護所退所者等で自立が困難な方が地域社
会で自立をした生活を送ることができるまでの間、支援を受けながら
入所する施設

順調

達成率

所管課(室)名

事業
番号 主な指標

取組
項目

事務事業名 事業
期間

事業費　(単位:千円）

進捗状況

指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

令和元年度事業の成果等

1

取組
項目
ⅰ
ⅱ

配偶者暴力相談支援
対策費 H14-

3,056

こども家庭課
3,197

3,190

同行支援回数（回）

相談件数（件）

3,189

根拠法令
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関す
る法律

9,863

●事業の成果
・配偶者による暴力にかかる相談件数
は、平成30年度2,157件から減少した
が、令和元年度は2,277件の相談に対
応した。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・専門家によるカウンセリング等のサ
ポートにより精神面での立ち直りを支援
し、自立促進に寄与している。

○

根拠法令

○3,182

成果
指標

自立支援世帯数（世
帯）

17,934

　ＤＶ被害者や同伴する児童に対して、専門家に
よるカウンセリングを実施し自立への支援を行っ
た。県ＤＶ対策等推進会議を設置し、ＤＶ関係機
関のネットワークを形成するとともに、婦人相談員
等関係職員の資質向上を図った。

ＤＶ被害者
等

　ＤＶ被害者の自立のため、被害者の立場にたっ
た相談から自立までのきめ細かな支援を行うとと
もに、被害者の早期自立につなげ、暴力を未然に
防ぐ予防教育や啓発活動を実施した。

活動
指標

9,566

ＤＶ被害者
等

2,995 1,869 9,545

成果
指標

17,927

9,570
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関す
る法律

活動
指標



ⅰ

ⅱ

ⅲ

事業構築の視点

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点

ＤＶ被害者等への対応

注：「２．令和元年度取組実績」に記載している事業のうち、令和元年度終了事業、100%国庫事業などで県
の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設
評価対象事業については、記載対象外としています。

こども家庭課

配偶者暴力相談支援
対策費

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性

ＮＰＯとの連携による自立支援と予防教育の実施

４．令和２年度見直し内容及び令和３年度実施に向けた方向性

事業
番号

取組
項目

（令和２年度の新たな取組は「R２新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載） 見直しの方向

2
取組
項目
ⅲ

ＤＶ被害者自立支援事
業

　ＤＶ被害者等の効果的・効率的な支援を行うため、これまで
個別に実施してきた「長崎県ＤＶ被害者等自立支援事業」と
「長崎県ステップハウス運営事業」を「長崎県ＤＶ被害者等総
合支援事業」として併せて実施することとした。

⑤⑥

　ＤＶ被害者の自立に向け一時保護所の退所後も支援が必要な者への支援を引き続き実施してい
く。予防教育の各市町の実施状況・問題点を確認し、中学校への実施拡大に向けた検討を行う。
　また、ステップハウスについて、支援対象者のニーズに応じた各地域への配置について、検討を行
う。

改善

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

見直し区分

令和２年度事業の実施にあたり見直した内容 令和３年度事業の実施に向けた方向性

1

取組
項目
ⅰ
ⅱ

― ―
　婦人相談のうちＤＶ相談についても増加傾向にあり、ＤＶ被害者の自立のために本事業を引き続き
実施していく。

現状維持

こども家庭課

事務事業名

所管課(室)名

　ＤＶ被害者は、就労等による経済的自立に向けた支援以外にも生活面や精神面での支援を必要とするケースが多いこ
とから、一定期間支援が必要と認められるケースを対象に、ステップハウスへの入所等により、支援対象者が抱える課題
（精神の安定、人間関係の改善、親子関係の改善等）の解決に向けた支援を行うことでＤＶ被害者の社会的自立につな
がっている。また、ＤＶに関する予防教育も重要であり、これまで高等学校中心に行ってきたが、中学校での実施拡大の
ため、平成22～24年度に養成した指導者活用のためスキルアップ講座を実施し、令和元年度は中学校1校において予防
教育を実施した。
　ステップハウスの配置は、県営住宅の目的外使用を含めて、長崎市と諫早市のみであり、支援対象者が希望する地域
での支援が難しいケースがある。

　予防教育の実施については、市町・民間支援団体とのとの連携により、中学校における実施
の拡大を検討する。
　県営住宅の目的外使用等、各地域へのステップハウスの配置について、検討を行う。

婦人相談員を設置し、相談、指導を実施

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

　ＤＶ被害者に対し、専門的相談対応に加え、心理専門職員によるカウンセリングや同伴児童への学習面や情緒面等に
配慮したきめ細やかな個別的支援に加え、県ＤＶ対策等推進会議を設置し、関係機関との連携を図りつつ、ＮＰＯ法人と
協働して、ＤＶ被害者の早期自立に向けて支援等を行なっている。
　ＤＶ相談は、年度による増減はあるものの、全体としては増加傾向にあるため、今後とも継続した取り組みが必要。

　ＤＶ被害者の自立に向けて、引き続き関係機関と連携しながら、支援に取り組んでいく。


